






































る。2011 年に閣議決定された第 5 次科学技術基本計画では、「国は、『科学技術イノベーシ
ョン政策のための科学』を推進し、客観的根拠（エビデンス）に基づく政策の企画立案、
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その評価及び検証結果の政策への反映を進めるとともに、政策の前提条件を評価し、それ
を政策の企画立案等に反映するプロセスを確立する」と謳われた。 





















































































っている。経済活動別国内総生産で見ると、2015 年に「保健衛生・社会事業」は 36 兆 1,200




会的費用の推計」によれば、2014 年の日本における認知症の社会的費用は、年間約 14.5 兆
円と推計され、その内訳は、①医療費 1.9 兆円、②介護費 6.4 兆円に加えて、③家族等が無
償で実施する介護であるインフォーマルケアのコストが 6.2 兆円に上る（佐渡他 2015）。 
 巨額の財政赤字を抱える日本では、財政の負担になる社会保障費の抑制が至上命題とな
る一方、いまや医療・福祉部門は地域経済における唯一の雇用拡大部門である。経済セン
サスによれば、首都圏と中部・関西 7 府県を除いた地方圏の事業所従業者数は 2009 年か





 しかしその一方で、医療・福祉分野の 1 人当たり平均月間現金給与総額は減少傾向にあ
る。「社会保険・社会福祉・介護事業」の就業者は、2003 年から 2015 年にかけて約 200 万
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４．地域包括ケアの EBPM 
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５．社会実装への道のり 
 金沢大学では、文部科学省の「地（知）の拠点整備事業（COC：Center of Community）」
の採択を受けて（2013〜17 年度）、地域関係者のニーズと学内外の研究シーズのマッチン
グにより、「多 対 多」の研究プロジェクトを推進してきた。この取組みを進める中で、地
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